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近年，食料の需要が増加する一方，農作物を原料とするバイオ燃料の導入が進められ，食料とバイオ燃

料の競合が問題となっている．本研究では， IPCCの新しいシナリオ（SSP）に基づき，2010年を基準に

2100までの長期にわたって，食料・バイオ燃料の需要を推計し，その生産に必要な農地面積を推計した．

また，これを現在の収穫面積と比較し，農地面積拡大の可能性について考察するとともに，食生活の変化

などにより抑制できる農地面積を検討した．その結果，発展途上国の人口増加と経済成長に伴い，2100年
までに農地需要量は最大で現在の約1.3倍になると推計され，バイオ燃料用作物に関わる農地需要量は最

大で全体の30%を占める結果となった．また，肉の消費量を半減させることで，最大で全体の約15%の農

地需要を削減できる結果となった． 
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1. はじめに 
 
近年，エネルギー問題，環境問題，地域開発などの観

点から，農作物を原料とするバイオ燃料の導入が進めら

れ，需要が増加している．一方，開発途上国における人

口増加や経済成長に伴い食料需要も増加しており，バイ

オ燃料と食料の競合が問題となっている．このようなバ

イオマス資源の利用の増加は，土地利用の変化，生物多

様性の減少，窒素・リンの流出，水利用の増加，気候変

動等，様々な環境問題と関連している．土地利用に関し

ては，現在，世界の62ヵ国で食料用の農地が土地利用の

限界を超えているとされている1)．また，食料に関する

世界の農地必要量は，2100年までに最大26億6,900万ヘク

タールに達するとも推計されている2)．したがって，食

料・バイオ燃料の双方を考慮した将来の土地制約につい

て検討しておくことが重要と考えられる．しかしながら，

既存の研究1),2),3)ではバイオ燃料に関して考慮しているも

のが少なく，バイオ燃料について考慮しているものは，

食料の対象品目が少ない等の課題がある．将来の農地の

需要量や農地に関わる土地制約を検討するためには，よ

り詳細な推計が必要である． 

このようなことから，本研究では，食料とバイオ燃料

の両方の需要に関わる世界の農地必要量を推計し，農地

面積拡大の可能性について考察するとともに，食生活の

変化などにより抑制できる農地面積について検討した．

このため，今後の詳細な食料需要を考慮した食料用作物

需要量の推計と，今後のバイオ燃料政策を考慮したバイ

オ燃料用作物需要量の推計を行った． 
 
 
2. 方法 
 
(1) 推計の枠組み 
本研究では，気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

の人口とGDPに関する新しいシナリオ（Shared Socieci-
nomic Pathways: SSP）に基づいて2010年から2100年まで5
年毎に推計を行った．このシナリオのデータベース4)で

は，2010年から2100年までの各国の人口とGDPのシナリ

オを得ることができる． 
ここで，SSPにおける5つのシナリオについて簡単に

説明する5)．新シナリオにおいては，緩和策に対する困

難度と適応策に対する困難度の組み合わせで5つのシナ
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リオ（SSP1〜SSP5）が設定され，SSP1: Sustainability（持

続可能），SSP2: Continuation（過去の延長），SSP3: 
Fragmentation（分断），SSP4: Inequality（格差），SSP5: 
Conventional Development（在来型発展）の各シナリオが

定義されている．SSP1では，緩和・適応ともに困難性

が小さく，緩和策・適応策の導入が容易な世界である．

途上国の教育水準の向上により，人口増加がとまり，経

済発展も進み，貧困の解消が進む．それに対して，

SSP3は，緩和策・適応策ともに導入には大きな困難が

伴う社会である．教育水準の向上は低く，途上国では人

口増加が止まらず，所得は増加しない．SSP2は，過去

の延長上にあるシナリオであり，多くの世界では発展が

進むが，一部の国は例外となる．人口増加，所得の増加

は中庸的な世界であり，SSP1とSSP3の中間的な要素を

持つ．SSP4は，緩和策の困難度が小さく，適応策の困

難度が大きい世界である．先進国ではますます富を得る

が，途上国では経済発展が進まない．また，SSP5は，

緩和策の困難度が大きく，適応策の困難度が小さい世界

で，先進国，途上国ともに経済発展は進む． 
以上の人口とGDPのシナリオをもとに，食料用作物需

要量に関しては，棟居ら6)を参考に，世界の187の国・地

域を対象として，世界食糧農業機関（FAO）の食料需給

表7)に記載されている96品目に関連する作物需要量を推

計した．また，バイオ燃料に関しては，吉本ら 8)を参考

に，自動車燃料として使用されるバイオエタノールを対

象として推計した．本研究の推計フローを図-1に示す． 
 

(2) 食料用作物需要量の推計 
a) 食料消費パターンの推計 
 はじめに，世界各国の食料消費パターンについて，各

国の1人あたり購買力平価GDP9)に基づき推計した．各国

の各対象品目の1人1日あたり摂取量が経済の成長ととも

に下記の式(1)にしたがって現在の先進国の平均（これ

を基準国の食料消費パターンとする）に漸近するモデル

を仮定した．イスラム教国は，豚肉やアルコールの摂取

量などで食生活の違いがあることから，別に所得の高い

国の平均を基準国の食料消費パターンとして推計した． 
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ここで，𝐶𝐴𝐿𝑘,𝑖(𝑡)は𝑘国の𝑡期における食料品目𝑖の1人1
日あたりエネルギー摂取量（kcal/人/日），𝐺𝐷𝑃𝑃𝐶 ,𝑘(𝑡)は
𝑘国の𝑡期における購買力平価1人あたりGDP（2005年国

際ドル）を表す．(1)式において，各食料品目iの1人1日
あたりエネルギー摂取量が基準国のレベルに達した場合

には，その期以降において各品目の1人1日あたりエネル

ギー摂取量は固定した．また，基準年において各食料品

目の1人1日あたりエネルギー摂取が，既に基準国の値を

超えている場合は，基準年の値で固定した．係数 

 
図-1 本研究の推計フロー 

 
𝛼𝐶𝐴𝐿,𝑖については，多くの食品において1人1日あたりエ

ネルギー摂取量は購買力平価1人あたりGDPが低いレベ

ルにおいて大きく変化し，購買力平価1人あたりGDPの
増加にともない平坦化する傾向が見られるため購買力平

価1人あたりGDPと各食料品目の1人1日あたり摂取量と

の間に対数関数を仮定し，回帰分析を行った結果を用い

た． 
 次に，推計した各食料品目の1人1日あたりエネルギー

摂取量から， 𝑘国の𝑡期における各食料品目𝑖のシェア

𝑆𝑘,𝑖(𝑡)を次式より導出した． 
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b) 食料用作物需要量の推計 
 続いて，各国各期における最終消費レベルの食料需要

量を求めた．最終消費レベルの食料需要量とは，食事に

おいて直接摂取する食料の需要量である．𝑘国のt期にお

ける最終消費レベルの1人1日あたりエネルギー消費量の

合計𝐶𝐴𝐿𝑘,𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙(𝑡)を食品別の1人1日あたり需要量と同様

に下記の式で求めた． 

1,1, )(ln)( βα += tGDPtCAL kPCtotalk
                 (3) 

ここで，α1，𝛽1はパラメータを表す．なお，上記によ

る基準年の推計値が基準国の1人1日あたりエネルギー消

費量を下回る場合には基準年の値とし，基準年において

既に基準国の値を超えている場合には基準年で固定した．

品目別のエネルギー必要量の推計と同様にイスラム教国

は別に回帰分析を行った．  
 次に，式(3)で推計した値に，式(2)で求めた各食料品

目のシェアを乗じることにより，𝑘国のt期における食料

品目iの1人1日あたりエネルギー消費量𝑟𝐶𝐴𝐿𝑘,𝑗(𝑡))を算

出した． 

)()()( ,,, tCALtStrCAL totalkikik ⋅=               (4) 

1人1日あたりのエネルギー摂取量が異なれば，食料消費
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パターンも変化すると考えられるが，ここではa)で求め

た食料消費パターンをそのまま適用した． 
さらに，食料品目ごとに係数を乗じ，カロリーから重

量単位へ変換した． 
最後に，最終消費レベルの食料需要量から，間接的な

作物の消費を含めた一次生産レベルの作物需要量，すな

わち，食料用作物需要量を求めた．畜産物，食料加工品

へ投入された作物については，国際貿易分析プロジェク

トのデータベース（GTAP）10)における産業部門間の取

引額とFAOの「農作物の技術変換率」報告書11)より投入

係数を求め，最終消費レベルでの食料需要量から一次生

産レベルでの食料需要量を推計した． 

 
(3) バイオ燃料用作物需要量 
a) 自動車用燃料需要量の推計  
  𝑘国の𝑡 期における1人あたり自動車保有台数𝑀𝑉𝑘(𝑡)
（台/人）を，購買力平価1人あたりGDPを説明変数とし

て，次式の線形単回帰モデルで推計した． 

2,2 )(ln)( βα +⋅= tGDPtMV kPCk
                   (5) 

ここで，α2，𝛽2はパラメータを表す．ただし，推計期

間において1人あたり自動車保有台数が基準年の値を下

回る場合は，基準年の値を用いた．また，推計期間を通

じて，アメリカ合衆国の値を最大とした．自動車保有台

数については，1996年から2005年の各国のデータ12)-16)を

用いたが，十分なデータがない国に関しては，データの

揃っている国の世界平均による回帰分析の結果を用いた． 
次に，1年ごとの燃費改善率が一定であると仮定して，

自動車1台あたり燃料消費量を，次式に示す指数関数型

の単回帰モデルで推計し､燃費の改善率を設定した．． 

)exp()( 33 ttDFVWorld ⋅= ⋅ βα                          (6) 

ここで，𝐷𝐹𝑉𝑊𝑜𝑟𝑙𝑑(𝑡)は𝑡年の世界全体における自動車1
台あたり燃料消費量（GJ/台），𝛼3，𝛽3はパラメータを

表している．回帰分析には，1996年から2005年までの10
年間の世界全体における燃料消費量のデータ17,18)を用い

た．  
 さらに，将来の1人あたり自動車保有台数，自動車1台
あたり燃料需要量，自動車の燃費改善率，人口を用いて，

下記の式のように将来の自動車用燃料需要量を算出した． 

)()1(exp)()( )( 3 tPtDFVtMVtQDFV kkkk ⋅−⋅⋅= −β    (7) 

ここで，𝑄𝐷𝐹𝑉𝑘(𝑡)は𝑘国におけるt年の自動車用燃料需

要量（GJ），𝐷𝐹𝑉𝑘(𝑡 − 1)は𝑘国における(𝑡 − 1)年の自

動車1台あたりの燃料需要量（GJ/台），𝑃𝑘(𝑡)はk国にお

けるt年の人口の推計値を表す．基準年における自動車1
台あたり燃料消費量は地域ごとに設定をした． 
 

b) バイオ燃料需要量の推計 
 前項a)にて求めた自動車用燃料需要量に各国のバイオ 

表-1 各地域におけるバイオエタノール原料作物20) 
地域 原料作物 地域 原料作物 

オセアニア さとうきび 北米 とうもろこし 

中国 

とうもろこし，キ

ャッサバ，ばれい

しょ，かんしょ，

さとうきび 

西ヨーロッ

パ 
小麦，大麦，甜菜 

東ヨーロッ

パ 
小麦，ばれいしょ 

日本 米，さとうきび 
旧ソビエト 

連邦 
小麦，大麦 

その他東・

東南アジア 

キャッサバ 

さとうきび 

その他 

ヨーロッパ 

小麦，大麦 

甜菜，ばれいしょ 

南アジア さとうきび 中東 とうもろこし 

中南米 さとうきび アフリカ とうもろこし 

 
表-2 原料作物別重量あたりバイオエタノール収量20) 

原料作物 収量(kL/t) 原料作物 収量(kL/t) 
米 0.303 ばれいしょ 0.087 
小麦 0.303 さつまいも 0.129 

とうもろこし 0.370 キャッサバ 0.180 
大麦 0.333 さとうきび 0.070 

ソルガム 0.326 甜菜 0.083 
 
燃料導入目標を乗ずることにより，バイオ燃料需要量を

算出した． 
 当然のことながら，2100年までの各国の詳細なバイオ

燃料の導入目標は存在しないため，本研究では，多くの

国が2030年までに掲げると考えられる導入目標として，

仮に20%18,19)を世界一律に設定した．この設定について

は，今後いくつかのシナリオ分析を行っていく必要があ

る． 
c) バイオ燃料用作物需要量の推計 
 地域における現状のバイオエタノール用作物の利用状

況を考慮して，各地域におけるバイオ燃料原料作物を表

-1のように設定する20)．なお，複数の原料作物を設定し

た地域では，バイオ燃料導入量を均等に配分し，原料作

物の推計を行った．次に，各地域におけるバイオ燃料

（バイオエタノール）導入量を，表-2に示す各原料作物

の重量当たりのバイオエタノール収量20)で除すことで，

バイオエタノール用作物需要量算出した． 
 
 (4) 農地需要量の推計 
 前節(2)，(3)で求めた作物需要量を各作物の単位面積

あたりの収穫量（単収）で除すことにより，各国の農地

需需要量を算出した．各作物の単収に関しては，FAOに
おける2009年から2011年までの各年の単収の世界平均を

用いた2)．将来の単収に関しては，単収の増加を考慮す

るため，直線型の時系列単回帰分析を行い設定した．た

だし，回帰モデルの決定係数の値が0.7以上の回帰式を 

- 35 -



 

  

 

図-2 基準国における食料消費パターン 

 
図-3 食料用作物需要量 

 

図-4 バイオ燃料用作物需要量 
 

単収の増加量の決定に用い，決定係数の値が0.7未満の

作物については単収の増加はしないものとした． 
 
3. 結果と考察 
 
(1) 食料用作物需要量 
a) 食料消費パターン 
 図-2に基準国における食料消費パターンを示す．イス

ラム教国に比べて先進国の方が，最終消費レベルのエネ

ルギー消費量の総量が多いことがわかる．食品分類別に

みると，イスラム教国は穀物の摂取エネルギーが大きく，

いも類やアルコール飲料の摂取エネルギーが小さかった． 

b) 食料用作物需要量 
 図-3に世界全体の食料用作物需要量を示す．食料用作 

a. 

 

b. 

 

c. 

 

図-5 農地需要量（a.食料用，b.バイオ燃料用，c.合計） 

 

物は人口と購買力平価1人あたりGDPの増加と共に増加 
し，最大で163億t（SSP3，2100年）必要となり，2010年
と比べると，2.4倍となる．品目別にみると，小麦やと 
うもろこしなどの穀物，キャッサバ等のいも類，さとう

きび，甜菜を示す糖料作物の需要が大きい． 
 

(2) バイオ燃料用作物需要量 
 回帰分析の結果，世界全体における自動車1台あたり

燃料需要量は年率約0.65%ずつ減少する傾向にあること

が明らかになった．そこで本研究では，燃費改善率を

0.65%に設定した． 
 次に，図-4に原料作物別のバイオ燃料用作物需要量を

示す．バイオ燃料用作物需要量は最大で，100億t（SSP5，  
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b. 

 
図-6 用途別農地需要量（a.SSP5，b.SSP4） 

 

2100年）となり，2010年の推計値から比べると，およそ

1.9倍の作物が必要となり，その半分以上をさとうきび

が占めた． 

 

(3) 農地需要量 
a) 農地需要量 
図-5に推計された農地需要量を示す．農地需要量は最

大で20億haと推計され，2010年の実際の収穫面積である

15億8000万haと比べるとおよそ1.3倍となった．作物需要

と比べ，農地需要は人口の増加と経済成長による影響が

少なかった．これは作物の単収の増加による効果であり，

単収増加のシナリオの設定により，農地需要量は変化す

る可能性がある．今回のシナリオでは，どの人口・経済

シナリオにおいても2040年までに農地需要量はほぼ最大

に達し，その後横ばい，または減少する結果となった．  
b) 用途別農地需要量 
 次に食料用，バイオ燃料用の用途別の農地需要量につ

いて考察する．バイオ燃料用の農地需要量は最大で21%
程度，最小で11%程度となった．図-6にバイオ燃料用の

農地が最大を示したSSP5（a）と，最少を示したSSP4（b）
における，用途別の農地需要量を示した．バイオ燃料用

作物が占める割合が大きく異なる理由として，購買力平 

 
図-7 各地域の推計値と現在の収穫面積の比較 

 
図-8 飼料用作物に関わる農地 

 
価1人あたりGDPの増加による影響が大きいこと考えら

れる．そのため，経済成長が大きいシナリオではバイオ

燃料用作物用の農地需要量が大きくなった． 
 
c) 各地域における要農地拡大面積 

図-7に各地域の農地需要量の最大値と2010年における

実際の収穫面積を比較した結果を示す．要拡大面積に着

目すると，東アジア，南アジア，東アフリカ，西アフリ

カで多くの土地が必要となる．増加率でみると，中東，

中央アフリカで現在の収穫面積の3倍以上の農地が必要

であると推計された．一方，オセアニア，北アメリカ，

南アメリカでは予測期間を通して農地の拡大の必要はな

く，他の地域に輸出等をする余裕があると考えられる．

これらは現状でも食料を輸出している地域である．全体

として，人口の増加が大きい地域で農地の需要が高まる

ことが示唆された． 
d) 農地需要量の抑制に関する考察 
 図-8 に飼料に関わる農地需要量に関して分析を行っ

た結果を示す．飼料に関わる農地は，最大で 31%程度

（SSP4，2100 年）になると推計された．したがって，

仮に，肉食を現在の先進国の半分の水準にした場合，農

地需要量は最大で 0.6Gha（15%）程度削減されると考え

られる．  
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4. おわりに 
 
 本研究では，食料とバイオ燃料に関わる今後の農地需

要について，IPCCが作成したSSPにおける5つのシナリ

オに基づき，2100年までの長期にわたる推計を行った．

その結果，農地需要量は最大で現在の約1.3倍まで増加

し，そのうちバイオ燃料用の農地は約20%を占めると推

計された．地域別にみると，東・南アジアや東・西アフ

リカで多くの農地が必要になると推計された．飼料用農

地は最大で約30%を占め，肉食を半分にすることで，全

体に対して約15%の農地を削減できることが示唆された． 
 なお，本研究では，食料品やバイオ燃料の輸出入を考

慮できておらず，自国で消費される食料，バイオ燃料用

作物はすべて国内で生産されることを仮定している．実

際には，各地域で消費される食料，バイオ燃料には国外

で生産されたものも含まれるため，貿易の考慮が必要で

ある．また，廃棄物発生率や単収の変化率，自動車保有

台数，燃費改善率，バイオ燃料導入目標などについての

国別の詳細な分析（シナリオ分析を含む）が必要である．

さらに，たばこなどの食料・バイオ燃料用以外の作物に

関する需要の考慮に入れた分析も今後の課題である． 
 
謝辞：本研究は，環境省環境研究総合推進費（S-11-2）
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FUTURE DEMAND FOR AGRICULTURAL LAND ASSOCIATED 

WITH FOOD AND BIOENERGY AND ITS RESTRAINT MEASURES 
 

Kento TAMURA, Naoki YOSHIKAWA, Koji AMANO and Seiji HASHIMOTO 
 

Demand for food has been increasing while biofuel has attracted attentions as carbon neutral energy. 
Increased demands for these agricultural products will affect on changes in global land use. In this study, 
we estimated: (1) demand for crops for food and biofuel under new IPCC scenarios (SSP) from 2010 
through 2100 and (2) required agricultural land. We then discussed potential expansion of agricultural 
land and potential reduction of land requirement through change in diet. The results showed that land re-
quirements could reach 1.3 times larger than the present at most through 2100 because of expected in-
creases in per-capita GDP and population in developing countries. Land demand for biofuel was expected 
to be 30% of the total at most. Halving meat consumption could reduce about 15% of total land require-
ment at most. 
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